
苫小牧市立地企業サポート事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、苫小牧市立地企業サポート事業補助金（以下「補助金」という。）の

交付について必要な事項を定めるものとする。 

 

（交付の目的） 

第２条 補助金は、事業者が第４条第１項に掲げる事業に要する経費の一部を補助するこ

とにより、企業が行う人材確保への支援や雇用環境改善による離職防止などを図り、雇用

機会の創出と雇用の安定化を目的とする。 

 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、次の各号に掲げる要件の全てを満たすものとす

る。 

（１）市内に事務所又は事業所（以下「事業所等」という。）を有すること。 

（２）市税を滞納していないこと。 

（３）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年法律第 122号）第

２条に規定する風俗営業以外の営業に従事していること。 

（４）事業主又は会社法に規定する役員が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律（平成 3年法律第 77号）第２条第６号に規定する暴力団員でないこと。 

（５）その他補助対象の事業所等として適さないと認められる事項がないこと。 

 

（補助対象経費） 

第４条 市長は、次の各号に掲げる事業を実施するために必要な経費のうち、補助対象とし

て適当と認める経費（以下「補助対象経費」という。）について予算の範囲内で補助する。 

 （１）職場環境改善事業 

 （２）事業拡大・販路拡大支援事業 

 （３）人材確保支援事業 

２ 補助対象経費の区分、補助上限額は別表のとおりとする。ただし、次の各号に掲げる経

費を除く。 

（１）国が助成する事業と重複する事業の経費 

（２）事業所等の管理費、維持費 

（３）食糧費、遊興費 

（４）事業の中止・廃止に伴うキャンセル料、負担金 

（５）消費税及び地方消費税 

（６）その他事業に適さないと認められる経費 

３ 事業の実施に当たっては、市内に事業所等を有する事業者の活用に努めること。ただし、



特定の事業者でなければ実施できない場合等を除く。 

 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、苫小牧市立地企業サポート事業補助金交付

申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（１）納税証明書（市税に未納がないことの証明書）または市税納付状況調査同意書 

（２）法人の登記事項証明書（個人事業主にあっては個人事業の開業・廃業等届出書の写

し） 

（３）その他市長が必要とする書類等 

２ 前項の提出に当たっては、次の各号に留意しなければならない。 

（１）申請書類に虚偽又は不正の記載があった場合は失格とする。 

（２）交付申請書の提出後、原則として内容の変更・追加はできない。 

（３）申請書類の提出後に申請を辞退する場合は、書面による辞退届を提出しなければな

らない。 

（４）申請書類の返却はしない。また、申請書類の著作権は申請者に帰属するが、市が選

定結果の公表その他必要と認める場合には、その一部又は全部を無償で使用できる

ものとする。 

（５）申請に要する経費は、すべて申請者の負担とする。 

（６）申請書類は、個人情報、法人等の情報で非公開となる場合を除き、情報公開の対象

とする。 

 

（補助交付決定及び通知） 

第６条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、適正と認めたときは補助

金の交付決定を行い、その旨を申請者に対し通知するものとする。 

２ 市長は、補助金の交付が採択されなかった申請については、その旨を申請者に対し通知

するものとする。 

 

（事業計画の変更） 

第７条 前条の交付決定を受けた事業者（以下「補助事業者」という。）が事業計画の内容

を変更しようとするときは、苫小牧市立地企業サポート事業変更申請書（様式第２号）に

より、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。ただし、事業の内容の変更を伴わ

ない 10パーセント以内の費用の減少を除く。 

２ 市長は、前項の申請を承認したときは、その旨を申請者に対し通知するものとする。 

 

（事業の中止及び廃止） 

第８条 補助事業者は、事業の全部もしくは一部を中止又は廃止しようとするときは、速や

かに苫小牧市立地企業サポート事業中止（廃止）承認申請書（様式第３号）を市長に提出



し、その承認を受けなければならない。 

 

（交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第９条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合には、交付決定の全部又は一部を取り

消すことができる。 

（１）関係法令及び本要綱に違反した場合 

（２）前条の規定による中止又は廃止を承認した場合 

（３）補助金交付の目的以外の用途に使用した場合 

（４）事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為をした場合 

（５）交付決定後に生じた事情の変更により、事業の一部又は全部を継続する必要が無く

なった場合 

２ 市長は前項第１号、第３号もしくは第４号に該当し、補助事業者が既に補助金の交付を

受けているときは、当該補助金の全部又は一部の返還を命じることができる。 

 

（事業完了報告書の提出） 

第１０条 補助事業者は、事業が終了した後、速やかに苫小牧市立地企業サポート事業完了

報告書（様式第４号）に次の各号に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（１）領収書の写し等の補助対象経費の支払いを確認できる資料 

（２）事業内容や実施状況を確認できる記録写真等の資料 

（３）その他市長が必要とする書類等 

 

（補助金額の確定） 

第１１条 市長は、前条の報告を受けたときは、その内容を審査し、適正であると認めたと

きは交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の交付） 

第１２条 市長は、前条の規定による審査が終了したときは、補助金を交付するものとする。 

 

（関係書類の整理保管） 

第１３条 補助事業者は、第１０条に規定する報告書により提出した資料、帳簿その他関係

書類を整理し、当該書類を事業が完了する日の属する市の会計年度の翌年度から５年間

保管しなければならない。 

 

（財産の管理等） 

第１４条 補助事業者は、補助対象経費により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取

得財産等」という。）については、補助事業の完了後においても、善良な管理者の注意を

もって管理し、補助金の交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければならない。 



２ 補助事業者は、取得財産等のうち、取得価格又は効用の増加価格が単価５０万円以上の

機械、器具、備品及びその他の財産を、市長の承認を受けないで、補助金等の交付の目的

に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

３ 市長は、補助事業者が取得財産等を処分することにより収入があり、又はあると見込ま

れるときは、その収入の全部若しくは一部を市に納付させることがある。 

（事後調査の実施） 

第１５条 補助事業者は、第２条の目的の達成状況について、苫小牧市立地企業サポート事

業達成状況報告書（様式第５号）により市長に報告しなければならない。 

２ 前項の報告については、事業が完了する日の属する年度から２年間行うものとする。 

 

（雑則） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

 

   附 則 

この要綱は、平成２７年４月１５日から施行する。 

   附 則（平成２８年４月１日改正） 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２９年４月１日改正） 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則（平成３０年４月１日改正） 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

   附 則（平成３１年４月１日改正） 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

   附 則（令和２年４月１日改正） 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年４月２７日改正） 

この要綱は、令和２年４月２７日から施行する。 

附 則（令和４年４月１日改正） 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年４月１日改正） 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

附 則（令和８年４月１日改正） 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

 

 

  



別表（第４条関係） 

事業名 事業区分 対象経費 補助率 上限額 

職場環境改善事業 福利厚生・労働環

境改善事業 

事業の目的に必

要となる事業所

の改修費、システ

ム導入費、機器購

入費 

事業費の 3 分の 1

（中小企業基本

法（昭和 38 年法

律第 154 号）上の

中小企業等は 2分

の 1）以内とする。 

ただし、1 千円未

満の端数がある

ときは、その端数

を切り捨てた額

とする。 

1,500,000 円/社 

その他事業に必

要となる経費 

事業拡大・販路拡大支

援事業 

事業拡大・販路拡

大に係る展示会

等出展事業 

会場借上げ費（ブ

ース賃貸料、参加

負担金等） 

上限額の範囲内

で全額補助とす

る。ただし、1 千

円未満の端数が

あるときは、その

端数を切り捨て

た額とする。 

200,000 円/社 

人材確保支援事業 

（採用情報発信事業） 

採用活動に伴う、

企業情報の発信

事業（合同企業説

明会等への出展、

求人広告等の掲

載、採用サービス

の利用、採用活動

にかかる周知媒

体の作成） 

出展料（合同企

業説明会等のブ

ース賃借料）、委

託料、広告宣伝

費、使用料・賃

借料 

事業費の 2 分の 1

以内とする。 

ただし、1千円未

満の端数がある

ときは、その端

数を切り捨てた

額とする。 

100,000 円/社 

人材確保支援事業 

（インターンシップ

受入事業） 

新卒採用を目的

とした大学等の

インターンシッ

プ受入事業 

交通費、宿泊費、

使用料・賃借料、

保険料 

費用の実費とす

る。ただし、1 千

円未満の端数が

あるときは、その

端数を切り捨て

た額とする。 

100,000 円/社 

（注）同一事業の重複申請は不可 


